
◆ＩＴ専門人材（現状約91.9万人）にＩＴスキルレベルによる階層ピラミッドが存在するのと同様に、
ＩＴ活用人材（現状約4,800万人）についても、企業ごとに、ＩＴスキルレベルによる階層ピラミッドが
存在する。

１．各企業のＩＴ化人材構成とその育成について①

ＩＴ専門人材（現状約91.9万人） ＩＴ活用人材（現状約4,800万人）

A社 B社 C社

・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・・・・・

1

構造改革徹底推進会合（雇用・人材）・
人材育成推進会議合同会合 資料３

平成29年４月17日



◆約4,800万人の各層の底上げをにらんだＩＴ人材育成が必要である。とりわけＩＴ牽引層・ＩＴミドル
層は、先端ＩＴをブレイクダウンしてＩＴと現場をつなぐ役割を担うことから、育成に力を入れるべき
である。（規模や業種によりレベルは異なる。）
○ＩＴ牽引層・・・高度な数理解析の技能のある人材、各社で先端ＩＴを担う人材
○ＩＴミドル層・・・先端ＩＴと実際の業務の両方を理解し、業務改善・ビジネス拡大をする人材
○ＩＴ利用層・・・実際にＩＴを利用し、日々の業務に従事する人材

各社

１．各企業のＩＴ化人材構成とその育成について②

＜課題＞

ＩＴ人材育成のノウハウや指導人材の乏しい中小企業
におけるＩＴ人材育成に対する支援が必要

現状約4,800万人いる「ＩＴ活用人材」のうち約7割は中
小企業で働いており、企業数で99.7％を占める。

中小企業労働者のＩＴスキルの底上げをはかることが
日本全体の競争力強化にとって不可欠である。

中小企業における負担を軽減するべく、国としての対
策を講じることが必要である。

ＩＴ牽引層

ＩＴミドル層

ＩＴ利用層

ＩＴ専門人材の
ミドルレベル～
エントリーレベル
に含まれる。
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教育訓練
機関

◆教育機関へのアクセスの方法は２種類（①企業からのアクセス、②労働者個人からの
アクセス）ある。

◆労働者の負担を軽減するべく、企業から行うアクセスが主流となるべきである。

＜アクセス方法②＞
労働者個人が自発的に学び直しを行う。

２．労働者の教育機関へのアクセス（７割を占める中小企業労働者を中心に）

＜アクセス方法①＞
企業の人的投資の一環として教育機関と連携し、
企業内訓練を行う。

＜課題＞

「時間的余裕」や「費用
負担」が障壁となってい
る。

経済的支援、長時間労
働の是正、有給教育休
暇の制度化などの環境
整備を行うことが必要
である。

ハロー
ワーク

教育訓練
機関

＜課題＞

特に中小企業におい
て、自前で研修を行うこ
とが困難。

教育訓練機関とのマッ
チングも容易ではな
い。

企業と教育機関のマッ
チング機能が必要であ
る。

＜２種類のアクセス＞

アクセス方法①
企業内教育として
企業から行うアクセス

アクセス方法②
労働者個人からの
アクセス

もっと論議が
必要！！

連携が
不十分

【専門実践教育訓練】
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相
談
内
容
に
合
致
す
る

教
育
機
関
へ
紹
介

会
員
企
業
が
業
界
団
体

な
ど
を
通
じ
て
相
談

個
別
企
業
が

直
接
相
談

大学院

大学・短大

専門学校等

民間企業が提供
する教育訓練

専門職大学院

専門職大学・専門職短大

職業訓練機関

・ポリテクセンター
・ポリテクカレッジ

教育機関

【機能】
・企業などの要請や必要とされる人材像に合致
したＩＴ教育訓練・人材育成に関するプログラム・
カリキュラムの開発

・個別企業または業界団体などからの従業員の
ＩＴ教育訓練・人材育成に関する相談への対応

・個別企業または業界団体などからの相談内容
に合致した教育機関の紹介 など

※インセンティブとしての助成金・補助金なども検討。

本部と地方の連携

業界団体など

③

ＩＴ教育訓練・人材育成に関するプログラム・
カリキュラム開発機関（センター）

ＩＴ教育訓練・人材育成に関する
ワンストップ型支援機関（出先）

（全47都道府県に設置）

②

個別企業

個別企業または業界団体などを通じた
ＩＴ教育訓練・人材育成

①

①
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３．企業による在職者向けＩＴ教育訓練・人材育成の支援体制
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４．教育訓練、職業訓練費



５．自己啓発には時間と費用の制約多く、実績も伸びていない。

厚生労働省「教育訓練給付について」
（2016年10月17日、第117回労働政策審議会雇用保険部会）

自己啓発を行う上で「問題あり」とする労働者が７割以上。その具体的な「問題」は「時間がない」「費用が高い」。
自己啓発に対する支援である教育訓練給付は利用者数が大きくは伸びず。

厚生労働省「平成28年度能力開発基本調査『結果概要』」
（2017年3月31日公表）

厚生労働省「平成28年度能力開発基本調査『結果概要』」
（2017年3月31日公表）
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６．能力開発の主体は企業、としつつも能力開発支出は回復せず。

厚生労働省「平成28年度能力開発基本調査『結果概要』」
（2017年3月31日公表）

企業の約７割が能力開発の主体は企業と考えている。一方、企業がＯＦＦ－ＪＴに支出した労働者１人当たり平均額は
上昇中であるが、リーマン・ショック後の水準（2008年2.5万円）までには回復していない。
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